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ご紹介を頂いた石田です。本日は省エネの話をさせて頂きます。 
ＪＳ在籍中には、汚泥関係の仕事が多かったのですが、水処理も担当し、ＯＤ法の標準

化や活性汚泥法設計指針にＳＲＴを入れるという仕事を担当しました。推進機構でも汚泥

関係を主に担当してきましたが、エネルギー回収でも分母を小さくすることが重要なので、

水処理の省エネにも取り組んでいます。 
水処理は、これまで省エネをあまり考えなかったところがあり、処理場の設計においても、

例えばポンプでもかなり過大な能力の設備が導入されてきた面があり、これについては反

省すべき点と思っています。 
 
 スライド２ 
これは各電力会社の料金単価を示したものです。１０年前は１ｋＷｈあたり１０円程度

でしたが、最近では再生可能エネ発電促進賦課金などにより、電力会社の立地条件等によ

り違いはありますが、平均すると１ｋＷｈあたり１７円を超える価格に上昇しており、省

エネの重要性と関心が高まっています。 
 
 スライド３ 
下水処理場のエネルギー使用量では電力の割合が高く、その約半分は水処理です。 
 
スライド４ 
下水処理場のエネルギー消費量の評価については、米国ＥＰＡの手法があります。これ

は、ビルや事務所の電力消費量の評価法を下水処理場に適用したものです。米国の手法で

は単位はＢＴＵですが、エネルギー消費量と処理場のどのような特性が関連があるかとい

うことを評価するもので、変数は流入水ＢＯＤ、日平均水量、日平均流入水量と設計水量

との比率、また散水ろ床法も多いので水処理方式、高度処理の有無等です。 
 
スライド５ 
この方法で日本の下水処理場の消費エネルギーを評価しました。これは日平均流入水量

とエネルギー使用量原単位の関係ですが、両対数にするとより相関が明確になります。こ

のような考え方で関係を見てゆきます。 
 
スライド６ 
これはその例ですが、標準法で焼却がある場合と無い場合、窒素除去を主とする高度処

理を行っているか、ＯＤ法かどうかといったところで相関を見ているものです。分母とし

ては、対象施設を水量の小さいものだけとするか、大きいものだけとするか、全体で見る



かといった点がありますが、基本的には日平均汚水量です。 
 
スライド７ 
このように焼却炉があるか、消化工程があるか、窒素除去があるか、ＯＤ法か、流入水

量と施設能力の比率などが影響因子となります。分析上はｔ値はその絶対値の大きい方が

変数として重要ということになります。 
 
スライド８ 
しかしながら、合流式を採用するところは流入水量が大きく、ＯＤ法は１０，０００ｍ３

／日以下が大多数なので、これらの要素は汚水量と互いに相関するため、説明変数として

は適当ではありません。 
 
スライド９ 
原油換算値での下水処理場でのエネルギー使用量ですが、５つの説明変数で表わすこと

ができます。日本の場合には焼却炉が多く、これはエネルギーかなり消費しますので、こ

れが米国の場合と異なる変数となっています。水処理だけで相関をとってみると、焼却炉

は無いので、説明変数が４つになります。ここで、１０，０００ｍ３／日以上の施設はほと

んどが標準活性汚泥法等の施設となります。 

 

 
 
 



 
スライド１０ 
これは解析結果の分布を示すものです。回帰式に対して１．５を超える施設も 1 割程度

あります。 

 

 
スライド１１ 
統計解析だけだと本当かと思われるかもしれませんので、これは、推進機構の下水処理

場の省エネに関する共同研究でモデル設計を行った施設のエネルギー消費と回帰式を比較

したデータですが、概ね先ほどの統計解析と一致する結果が得られています。 
 
スライド１２ 
これは下水道統計からとったある県の下水処理場のデータですが、これを回帰式と比較

して比率が高いものは成績が悪いということになります。このようなデータを持って自治

体に説明し、省エネへの取り組みを促しています。 
 
スライド１３ 
これはある市の処理場の例ですが、回帰式と実績を比較すると、特に水処理での消費エ

ネルギーが大きいので、水処理の省エネに取り組むことが重要であることがわかります。 
 
スライド１４ 
これは、民間企業との共同研究で調べた内容ですが、日平均１００，０００ｍ３／日程度



の処理施設ですが、従来型散気装置に比較して省エネタイプのメンブレンディフューザを

使うと３０％程度の省エネ効果が得られるという結果になります。モデル設計では水量と

水質を一定として計算しているので省エネ効果は５０％くらいと算出されますが、実際の

施設では水量・水質は変動し、これに追随する必要があるので、省エネ効果は３０％程度

に低下することになります。 
 
スライド１５ 
実は省エネ度が低い施設を調べるとこのようなタイプの水中攪拌機を使っているケース

が多く、１ｍ３あたり１０Ｗもの電力を投入しています。最近の省エネ攪拌機では、１～

３Ｗ程度／ｍ３程度ですから、非常に大きなエネルギーを投入して撹拌を行っていること

になります。最近は電気代が高いので、このような攪拌機は間欠運転を行っていますが、

これほどのエネルギーを投入して撹拌を行う意味がわかりません。 
 
スライド１６、１７ 
これは高度処理を行う場合のエネルギー消費の割合を試算したものです。仮にこのよう

に想定すると、４０，０００ｍ３／日の施設だと年に６５６千ｋＷｈ、１００，０００ｍ３

／日の場合だと、１，６６９千ｋＷｈ電力消費量が増加することになります。標準的な電

力消費量と比較して増加する分の内、４０，０００ｍ３／日の施設だと６９％、１００，０

００ｍ３／日だと７６％が水中攪拌機によるものということになります。 
 
スライド１８ 

 先ほど触れましたが、水量・水質の変動に関して、これは必要酸素量の一日の変化のシ

ミュレーションです。このように朝にピークが来るのは、朝にアンモニア濃度のピークが

あるためで、これは尿によるものです。 
 
スライド１９ 
散気装置を絞って運転する場合、どのくらいまで絞れるかは散気装置の種類によって違

います。センサを用いて散気量を制御する場合には、通気量の制御範囲が広いものが向い

ています。ＩＣＴを活用した省エネの検討が行われていますが、散気装置のことは全く考

えられていませんでした。セラミック散気装置は絞ると目詰まりする可能性があります。

省エネではブロワのことだけ考えてもダメで、散気装置に何を使うかということが重要で

す。 
 
スライド２０ 
これは共同研究におけるアンモニアセンサによる曝気風量の最適化です。通常は風量一

定やＤＯ制御が良く行われていますが、反応タンク末端にＤＯ計をいれるだけでは、タイ



ムラグもあるので省エネ運転はできず、過曝気のチェック位しかできないと思われます。 
 
スライド２１ 
これは初沈出口と反応タンク末端にアンモニアセンサをつけてフィードバックとフィー

ドフォワードで送風量を制御するものです。反応タンクのＤＯには流入負荷のタイムラグ

が影響するため、末端でＤＯ制御するだけでは課題があり、このような制御が効果的です。 
 
スライド２２ 
これは結果の例ですが、午前中にアンモニア性窒素のピークがあります。意外とこのよ

うなことを知らずに省エネに取り組んでいる例が多いのですが、本制御方式を導入するこ

とにより省エネ効果がでています。 
以上です。 


